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はじめに：発表で議論したいこと

１．日本の高等教育については、個人負担の高さ
など問題が山積しているが、何が最も深刻な問
題か？

２．今後50年間で18歳人口が半減するが（楽観的
な前提でも）、我々は何を目指すべきか？

３．その目標達成に向けて、今何をすべきか？
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１．高等教育支出の対ＧＤＰ比（2018年）

OECD Education Databaseに基づき作成
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２．一人当たりの教育支出（2019年）
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※OECD Social Expenditure Database等に基づき筆者作成（2019年）
補償的支出：年金＋失業 投資的支出＝家族＋積極労働＋教育

３．補償的支出VS投資的支出（対GDP比）
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医療・年金の社会保障全体
の支出に対する割合
日本：85％、他国：60～70％
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４．日本：税収・保険料の推移（対GDP比）

OECD Revenue Statisticsに基づき作成
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一般政府収入における社会保険料の割合(2022年）
日本：39.2％ ドイツ：37.6％ フランス：32.8%
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５．ビスマルク型福祉国家の問題

田中秀明(2023)『「新しい国民皆保険」構想』（慶應義塾大学出版会）
・日本の社会保障制度・教育の問題を国際比較も交えて分析
・ビスマルク型福祉国家である独仏などと比べても、特に日本は問題が深刻
・問題分析に基づき、社会保険制度の抜本改革と人的投資（家族・職業訓練・教
育）拡充の具体策を提案

・社会支出の対GDP比で日本と英国はほぼ同じだが（2017年）、日本の投資的支
出は英国と比べて３％ポイント（対GDP比）少ない（約15兆円）。投資的支出
を拡充するための財源も提示

先進諸国では、少子高齢化、またグローバル化やサービス産業化が進む中で、女性を中
心に非正規や短時間労働などの雇用形態が増大し不安定化。彼らへの人的投資が不
足し、経済成長にマイナスの影響を与えている。
こうした問題に対しては、一般財源を中心とするベバリッジ型の英国や北欧はそれなり
に対応しているが、ビスマルク型の国は対応が難しい。それは社会保険に依存するシス
テムだからである。「ビスマルク型モデルの終焉（long goodbye）」とさえ言われるようにな
った（Palier 2010）。
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６．卒業別の生涯賃金

労働政策研究・研修機構『ユースフル労働統計2023』（賃金構造基本統計調査）に基づき作成
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７．大卒の私的収益の国際比較

OECD Education at a Glance 2017高卒者との比較、US＄ 2013年
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８．両親が非大卒である大卒者の割合

OECD Education at a Glance 2015
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９．高等教育の学生支援のモデル

Garritzmann(2016)"The Political Economy of Higher Education Finance"

Loan中心

Loanとgrantの両方

Loan中心

欧州大陸は公的補助を
受けている学生は少な
いがgrant中心



１０．授業料を含め高等教育に関する様々な問題

30

１．政府による支援が少なく、家計負担が大きい。世帯所得と大学進学率に相関
があり、教育格差をもたらしている。都市と地方の間におけるアクセスの格差

２．政府支援が少ない１つの理由は税負担が低いことであるが、政府による支援
は逆進的になりやすい。

３．近年奨学金制度が拡充されているが、「高等教育の無償化」などは、費用対
効果などの検証がなくトップダウンで導入された（田中2019）。このため、対象
となる大学や成績要件、対象基準などについて問題が多い（小林2024)。所得
連動返還型は豪州のHECS/HELPとは似て非なる仕組。

４．国立大学運営費交付金などが削られてきたことから（競争的資金は増えてい
るものの）、大学運営が厳しくなり、論文など研究のパフォーマンスが低下。

５．大学のガバナンスが強化されてきたが、自律性は低下している。
６．大学が多すぎることもあり、私立大学の半分が定員を満たしていない。
７．高等教育を充実することについて、国民の合意は必ずしもない。大学は人材

育成に寄与しているのか。奨学金を拡充すれば学生がより勉強するのか。
８．18歳人口が急速に減少するなかで（楽観的な前提でも50年後には半分以下

になる）、高等教育をどうやって維持すか、パフォーマンスを上げるかなど、高等
教育について十分な検討が行われていない（特にEBPM）。
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１１．目標と達成手段

目標達成に向けて何が必要か？費用対効果の
高い施策は何か？
・財源の捻出：政府支出増（増税・借金）、個人負担増、

寄附等の増、大学の支出削減（学生減を踏まえ）
・個人負担の軽減：給付型、奨学金（無有利子、所得連動）
・政府支出の方法：機関補助・個人補助、基盤的・競争的
・大学経営やガバナンスの強化、統廃合、多様化など

目 標

現 状

急速に人口が減少するなかで、我々が目指す
べき最も重要な目標は何か？優先順位は？
・高等教育の維持、大学の存続
・教育格差の是正、機会均等の達成、アクセスの改善
・学生（国民）の能力・スキルの向上
・大学の教育・研究のパフォーマンスの向上


